
７ 川 監 公 第 ７ 号  

令 和 ７ 年 ８ 月 １ 日  

 

監査の結果の報告に基づく措置について（公表） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、

令和６年１２月９日付け６川監公第１４号で公表した監査の結果の報告に基づ

き、川崎市長及び川崎市人事委員会委員長から措置を講じた旨通知がありまし

たので、次のとおり公表します。 

 

 

 

                川崎市監査委員 大 村 研 一 

                同       川 上 善 行 

                同       雨 笠 裕 治 

                同       浜 田 昌 利 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

７川総コ第４５号 

令和７年６月３０日 

 

川崎市監査委員 大 村 研 一 様  

同       川 上 善 行 様 

同       雨 笠 裕 治 様 

同       浜 田 昌 利 様 

 

川崎市長  福田 紀彦 

 

 

監査の結果の報告に基づく措置について（通知） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定に基づき、

令和６年１２月９日付け６川監報第７号で報告の提出がありました令和６年度

第１回定期（財務）監査・行政監査の結果について、次のとおり措置を講じま

したので通知します。 

 

 

 

  



 

 

 

１ 令和６年度第１回定期（財務）監査・行政監査の結果に対する措置状況 

（１）定期（財務）監査 

ア 行政財産の貸付けに附帯する光熱水費の算定を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

行政財産の目的外使用許可取扱要領（平成６年９月９日付け６川企管

第２６１号）第８条によると、光熱水費等については、行政財産の目的

外使用許可に係る光熱水費等の算定基準（平成２７年１月１９日付け２

６川財運第７１７号。以下「算定基準」という。）によるものとすると

されている。また、算定基準は、行政財産の貸付けに係る光熱水費等を

借受人に負担させる場合についても適用することができるとされている。 

飲料自動販売機の電気料についてみたところ、過年度の算定基準に基

づき算定したため、過小に請求していた事例があった。 

要領等に基づき、電気料の算定を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、調定を行い、納入を確認しました。また、再発

防止のため、算定基準等の最新資料を参照するとともに、ダブルチェッ

クを行い、適正な事務処理を行うよう課内会議等において関係職員に周

知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局施設部処理計画課） 

イ 物品購入に係る契約手続を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

川崎市事務分掌規則（昭和４７年川崎市規則第１９号）第３条及び川

崎市事務決裁規程（昭和４１年川崎市訓令第８号）第５条第１項による

と、物品の調達で定められた金額を超えるものについては原則として財



 

 

 

政局資産管理部契約課へ契約手続を依頼しなければならないとされてい

る。 

物品購入に係る契約事務についてみたところ、次の事例があった。 

規則等に基づき、物品購入に係る契約手続を適正に行われたい。 

（ア）一括して発注すべき物品について分割して起案し、財政局資産管理

部契約課へ契約手続を依頼せずに契約していた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、再発防止のため、適正な事務手続について、

課内会議において課内全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な契約事務に努めます。 

（消防局総務部施設装備課、警防部救急課） 

（イ）定められた金額を超える物品の調達について、財政局資産管理部契

約課へ契約手続を依頼せずに契約していた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、再発防止のため、適正な事務手続について、

課内会議において課内全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な契約事務に努めます。 

（消防局総務部施設装備課） 

ウ 産業廃棄物の処理に係る手続を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００

号）第６条の２第４号によると、委託契約は、書面により行い、当該委

託契約書には、同号に掲げる事項についての条項が含まれ、かつ、環境

省令で定める書面が添付されていることとされている。 

  産業廃棄物の運搬、処分等に係る委託契約についてみたところ、契約



 

 

 

書に廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で定める条項が含まれて

いなかった事例があった。 

  法令に基づき、産業廃棄物の処理に係る手続を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、関係課と今後の運用を含めて協議を行い、運用

を見直すとともに、再発防止のため、適正な事務手続について、課内会

議において課内全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局脱炭素戦略推進室） 

エ 劇物の管理を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）第１１条第１項に

よると、毒物又は劇物が盗難にあい、又は紛失することを防ぐのに必要

な措置を講じなければならないとされている。また、同法第１２条第３

項によると、毒物又は劇物を貯蔵し、又は陳列する場所に、「医薬用外」

の文字及び「毒物」又は「劇物」の文字を表示しなければならないとさ

れている。 

毒物及び劇物の管理状況についてみたところ、次の事例があった。 

毒物及び劇物は、事故等の防止の観点から厳重な管理が求められてい

る。法律に基づき、劇物の適正な管理を徹底されたい。 

（ア）劇物について、職員以外が立ち入れない場所に保管されていたも

のの、施錠保管が行われておらず、盗難や紛失を防ぐのに必要な措

置が講じられていなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、施錠可能な薬品庫を購入し、施錠するととも



 

 

 

に、定期的に保管状況の目視確認と、財務会計システムで在庫の確認

を行うこととしました。 

今後は、劇物の適正な管理に努めます。 

（環境局施設部橘処理センター） 

（イ）薬品庫に「医薬用外」及び「劇物」の表示をしていなかった事例 

［措置内容］ 

 指摘事項については、薬品庫に「医薬用外」及び「劇物」の表示を

掲示するとともに、再発防止のため、劇物の適正な管理を、課内会議

等において関係職員に周知徹底しました。 

今後は、劇物の適正な管理に努めます。 

（環境局施設部処理計画課、同橘処理センター） 

オ その他軽易な事項であるが改善を要するもの 

（ア）特定調達契約に係る手続を適正に行うべきもの 

随意契約により相手方を決定したときの公示をしていなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、規則に基づき、落札者等の公示を行うととも

に、再発防止のため、課内の契約事務を担当する職員に周知徹底しま

した。 

今後は、適正な契約事務に努めます。 

（消防局警防部指令課） 

（イ）使用許可に係る手続を適正に行うべきもの 

使用許可の手続を行わずに公営企業会計の土地を使用していた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、使用許可申請手続を行いました。また、所管

する施設の敷地境界線を調査し、隣地に備品等が保管されていないか



 

 

 

等確認を行いました。さらに、再発防止のため、やむを得ず隣地を使

用する際は、相手方と調整の上で適正な事務処理を行うよう、課内会

議等において関係職員に周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局施設部処理計画課） 

（ウ）備品の管理を適正に行うべきもの 

     a 重要物品の増減について会計管理者に報告していなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、必要な事務手続を行うとともに、再発防止の

ため、関係職員に周知徹底しました。 

今後は、適正な備品の管理に努めます。 

（環境局施設部橘処理センター、消防局麻生消防署） 

 b 不用の決定及び処分の決定を行わずに廃棄していた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、不用の決定及び処分の決定の手続を行うとと

もに、再発防止のため、課内会議等において課内職員に周知徹底しま

した。 

今後は、適正な備品の管理に努めます。 

（環境局生活環境部減量推進課、同収集計画課、施設部処理計画課、同

浮島処理センター、同橘処理センター、消防局警防部警防課、臨港消防

署、川崎消防署、幸消防署、中原消防署、高津消防署、多摩消防署） 

 c 所在が不明となっていた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、備品の所在を調査し、必要な事務手続を行う

とともに、再発防止のため、所属職員全員に周知徹底しました。 



 

 

 

今後は、適正な備品の管理に努めます。 

（環境局総務部庶務課、施設部王禅寺処理センター） 

 d 備品整理簿に登載すべき物品を登載していなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、備品整理簿に登載するとともに、再発防止の

ため、課内会議において周知徹底しました。 

今後は、適正な備品の管理に努めます。 

（環境局施設部施設建設課） 

 e 保管換えの手続を行っていなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、保管換えの手続を行うとともに、再発防止

のため、課内全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な備品の管理に努めます。 

（環境局総務部庶務課） 

（エ）消耗品等の管理を適正に行うべきもの 

 a 消耗品及び材料について、物品交付請求手続を行っていなかった

ことにより、消耗品出納簿又は材料品出納簿と実際の数量が一致し

ていなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、物品交付請求手続を行い、出納簿と実際の数

量が一致することを確認するとともに、再発防止のため、適正な事務

手続を行うよう、関係職員全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な消耗品等の管理に努めます。 

（環境局生活環境部川崎生活環境事業所、中原生活環境事業所、施設部

処理計画課、同橘処理センター、同王禅寺処理センター、消防局高津消



 

 

 

防署） 

 b 消耗品出納簿に登載しなければならない消耗品について登載して

いなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、再発防止のため、所属職員に適正な事務手続

について周知徹底しました。 

今後は、適正な消耗品の管理に努めます。 

（消防局警防部航空隊） 

（２）行政監査 

ア 情報管理に関する事務 

（ア）機密保持等に関する事務を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

川崎市情報セキュリティ基準（平成１４年９月２日付け１４川総シ

企第１２３号。以下「セキュリティ基準」という。）第２章９（１）

オによると、委託する業務で機密性区分Ⅰの情報を取り扱う場合は、

委託先の責任者や作業者から機密保持等に関する誓約書（以下「誓約

書」という。）を提出させるとされている。 

機密性区分Ⅰの情報を取り扱う委託業務についてみたところ、誓約

書を提出させていなかった事例があった。 

誓約書は、個人情報を取り扱う業務従事者に、情報セキュリティ及

び個人情報の保護に関する法令等を理解させ、当該法令等を遵守させ

るために必要な措置として提出させるものであり、委託先における情

報セキュリティレベルの確保に重要な書類である。 

セキュリティ基準第１２章４（１）に基づき、情報資産の管理につ

いて自己点検を実施する際に、個々の委託業務においてセキュリティ



 

 

 

基準を遵守していることを確認すること等により、機密保持等に関す

る事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、再発防止のため、マニュアルの作成、見直し

を行うとともに、セキュリティ基準に基づく適正な事務処理について、

課内会議等において課内全員に周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局生活環境部収集計画課、消防局総務部人事課） 

（イ）情報の返却又は廃棄の確認に関する事務を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

   セキュリティ基準第２章９（２）カによると、委託事業者が受託

業務に関し、機密性区分Ⅰ又はⅡの情報を保有している場合は、委

託業務終了後速やかに市に返却又は廃棄させなければならず、また、

複写及び複製をしていないことを確認し、確実に返却又は廃棄され

たことを書面により確認するとされている。 

   委託事業者が受託業務に関して保有している機密性区分Ⅰ又はⅡ

の情報の管理についてみたところ、委託業務終了後に、確実に返却

又は廃棄されたことを書面により確認していなかった事例があった。 

   情報が確実に返却又は廃棄されたことを書面により確認しなけれ

ば、市と委託事業者の双方で、情報の管理を徹底することができず、

万が一、委託事業者に情報が残ったままであれば、情報の漏えい等

の事故につながるおそれがある。 

   セキュリティ基準第１２章４（１）に基づき、情報資産の管理に

ついて自己点検を実施する際に、個々の委託業務においてセキュリ

ティ基準を遵守していることを確認すること等により、情報の返却



 

 

 

又は廃棄の確認に関する事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、再発防止のため、セキュリティ基準に基づく

適正な事務処理について、課内会議等において職員に周知徹底しまし

た。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局脱炭素戦略推進室、環境対策部地域環境共創課、生活環境部廃

棄物政策担当、同減量推進課、環境総合研究所、会計室出納課、消防局

総務部人事課） 

（ウ）ＵＳＢメモリの利用記録を作成すべきもの 

［指摘の要旨］ 

セキュリティ基準第４章４（１）サによると、機密性、完全性、可

用性の区分に関わらず、ＵＳＢメモリを利用する場合は、利用記録を

作成し、貸出返却を確実に行うとされている。 

ＵＳＢメモリの利用記録の作成状況についてみたところ、利用記録

が作成されていなかった事例があった。 

ＵＳＢメモリは可搬性に優れている反面、紛失等の危険性も高いこ

とから、セキュリティ基準に基づき、ＵＳＢメモリの利用記録の作成

を徹底されたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、ＵＳＢメモリ貸出管理簿等により、利用記録

を作成する措置を講じるとともに、再発防止のため、セキュリティ基

準に基づく適正な事務処理について、課内会議等において職員に周知

徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 



 

 

 

（環境局総務部庶務課、施設部王禅寺処理センター、消防局総務部庶務

課、川崎消防署、高津消防署、麻生消防署、市民オンブズマン事務局） 

イ 庁用自動車等の管理に関する事務 

（ア）庁用自動車等の使用の本拠の位置の変更登録の申請を適正に行う

べきもの 

［指摘の要旨］ 

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第１２条第１項によ

ると、自動車の所有者は、登録されている使用の本拠の位置等に変更

があったときは、その事由があった日から１５日以内に、国土交通大

臣の行う変更登録の申請をしなければならないとされている。 

自動車検査証等をみたところ、庁用自動車等の配置換えをしたにも

かかわらず、使用の本拠の位置の変更登録の申請を法令で定められた

期限までに行っていなかった事例があった。 

道路運送車両法に基づき、庁用自動車等の使用の本拠の位置の変更

登録に関する事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、使用の本拠の位置変更登録を行うとともに、

再発防止のため、道路運送車両法に基づく適正な事務処理を行うよう

周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局生活環境部収集計画課、消防局総務部施設装備課） 

（イ）庁用自動車等の保管場所の位置の変更の届出を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和３７年法律第１４５

号）第７条第１項によると、自動車の保有者は、保管場所の位置を変



 

 

 

更したときは、変更した日から１５日以内に、変更後の保管場所の位

置を管轄する警察署長に、当該自動車の使用の本拠の位置、変更後の

保管場所の位置等を届け出なければならないとされている。 

庁用自動車等の保管状況についてみたところ、庁用自動車等の配置

換えをしたにもかかわらず、保管場所の位置の変更の届出を法令で定

められた期限までに行っていなかった事例があった。 

自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所の位置

の変更に関する事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、保管場所の位置の変更の届出を行うとともに

、再発防止のため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づく

適正な事務処理を行うよう周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（環境局生活環境部収集計画課、消防局総務部施設装備課） 



７川人委調第３２７号 

令和７年６月１８日 

 

川崎市監査委員 大 村 研 一 様 

同       川 上 善 行 様 

同       雨 笠 裕 治 様 

同       浜 田 昌 利 様 

 

                      川崎市人事委員会委員長 瀧峠 雅介 

 

監査の結果の報告に基づく措置について（通知） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、令

和６年１２月９日付け６川監報第７号で報告の提出がありました令和６年度第１

回定期（財務）監査・行政監査の結果について、次のとおり措置を講じましたの

で通知します。 

 

１ 令和６年度第１回定期（財務）監査・行政監査の結果に対する措置状況 

（１）定期（財務）監査 

再委託に係る事務を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

川崎市委託契約約款によると、受注者は、業務の全部を一括して又は主

要な部分を第三者に委託してはならないとされており、業務の一部（主要

な部分を除く）を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ再委託者

の住所、商号、氏名、再委託する業務の範囲、その必要性及び契約金額等

について記載した書面を発注者へ提出し、その承諾を受けなければならな

いとされている。 



委託業務についてみたところ、受注者が市の承諾を受けずに業務の一部

を再委託していた事例があった。 

再委託に係る契約違反は、事故発生リスクの増大を招くことから、その

重大性を認識し、再委託を行う場合は、必要事項を記載した書面をあらか

じめ提出させ、その妥当性について十分に確認することが求められる。約

款に基づき、再委託に係る事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、受注者から本事例の再委託に際し確認が必要な事

項を聞き取り、本事例の再委託に問題がないことを確認しました。また、

再委託をする際には、事前に申請書の提出及び承認を得ることが必要であ

ることを受注者へ説明するとともに、川崎市委託契約約款に基づき適正な

事務処理を行うよう関係職員に周知徹底しました。 

今後は、適正な事務執行に努めます。 

（人事委員会事務局任用課） 

（２）行政監査 

情報の返却又は廃棄の確認に関する事務を適正に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

川崎市情報セキュリティ基準（平成１４年９月２日付け１４川総シ企第

１２３号。以下「セキュリティ基準」という。）第２章９（２）カによると、

委託事業者が受託業務に関し、機密性区分Ⅰ又はⅡの情報を保有している

場合は、委託業務終了後速やかに市に返却又は廃棄させなければならず、

また、複写及び複製をしていないことを確認し、確実に返却又は廃棄され

たことを書面により確認するとされている。 

委託事業者が受託業務に関して保有している機密性区分Ⅰ又はⅡの情報

の管理についてみたところ、委託業務終了後に、確実に返却又は廃棄され



たことを書面により確認していなかった事例があった。 

情報が確実に返却又は廃棄されたことを書面により確認しなければ、市

と委託事業者の双方で、情報の管理を徹底することができず、万が一、委

託事業者に情報が残ったままであれば、情報の漏えい等の事故につながる

おそれがある。 

セキュリティ基準第１２章４（１）に基づき、情報資産の管理について

自己点検を実施する際に、個々の委託業務においてセキュリティ基準を遵

守していることを確認すること等により、情報の返却又は廃棄の確認に関

する事務を適正に行われたい。 

［措置内容］ 

指摘事項については、セキュリティ基準第２章９（２）カに基づき、委

託事業者が保有する機密性区分Ⅰ又はⅡの情報について、確実に廃棄した

ことを書面により確認しました。また、セキュリティ基準に基づき適正な

事務処理を行うよう関係職員に周知徹底しました。 

今後は、セキュリティ基準第１２章４（１）に基づく自己点検を実施す

る際に、個々の委託業務においてセキュリティ基準を遵守していることを

確認するなどし、情報の返却又は廃棄の確認に関する事務の適正な執行に

努めます。 

（人事委員会事務局任用課） 

  

 

 


